
2018.10

～病棟の耐震化整備はお済みですか～

福祉医療貸付部

独立行政法人福祉医療機構

近年、大規模な地震が相次いでいますが、地震発生時の病院の倒壊・崩壊を
防ぎ、患者様や職員の皆様の安全を確保して、被災された方々に適切な医療を
提供していく観点から、耐震化整備は重要な課題です。現在、当機構では民間
病院支援のため、未耐震の病院に対して、優遇融資を実施しています。

病院の耐震化整備に係る優遇融資のお知らせ

●開設地が東日本(北海道～三重県) ●開設地が西日本(福井県～鹿児島県)
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医 療 審 査 課

TEL 03-3438-9940 大 阪 支 店
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優遇融資をご利用いただくためには、「未耐震と証明された建物」又は
「耐震診断の結果Ｉｓ値0.6未満の建物」の要件を満たす必要があります。

独立行政法人 福祉医療機構ホームページアドレス http://www.wam.go.jp/hp

●ご融資には担保・保証人（保証人不要制度あり）が
必要です。また、所定の審査があり、ご希望に沿え
ない場合があります。

●その他詳しい条件やご融資のご相談については、
下記連絡先までお問い合わせください。

☞ 融資率の引き上げ ☞ 貸付利率の引き下げ

主な融資条件 耐震化整備事業
通常の融資メニュー

病床不足地域 病床充足地域

融資率
建築 95% 70％ 60％

土地 95% 70％ 融資対象外

貸付利率※１ 0.80％ 0.80％ 1.30％

融資限度額※２

建築 限度額の設定なし 7.2億円

土地 限度額の設定なし 3億円 融資対象外

償還期間
（うち据置期間）

30年以内（うち据置期間3年以内）

※１：平成30年10月11日時点：償還期間30年完全固定金利制度の場合
国等からの補助金等を受ける耐震化整備事業は、さらなる優遇が適用される場合もあります。
利率は、融資実行（金銭消費貸借契約締結）時の利率を適用します。

※２：融資限度額は、担保評価額の範囲内等の条件があります。
土地取得資金については、増床又は移転事業の場合に限ります。また、病床充足地域においては、
30億円以内でかつ年間償還額が耐震化整備による増収効果額の範囲内であることが必要です。
通常の融資メニューは、特定病院12億円、一定基準を満たせば12億円超も可能となる場合があります。

≪融資相談をご希望のお客さまへ≫
今なら、初回相談に限り、機構職員
による訪問相談を実施しています！

民間病院の皆さまへ


